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北朝鮮が爆破した
開城の南北共同連
絡事務所（手前）
（朝鮮中央通信＝
共同）
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と考えられる。こうした北朝鮮の試みは少なくとも2015年まで遡る。同年8

月に軍事境界線（MDL）一帯で生じた南北の緊張状態を終結させるために
北朝鮮が発表した韓国との共同報道文は、韓国が拡声器放送を中止するのと
「同時に」「準戦時状態を解除」すると述べていた 6。これは韓国による拡声器
放送の中止を条件として、北朝鮮が軍事的緊張を高める行動をやめるという
意味に取れる。その一方で、かかる解釈を生じさせる「同時に」との文言は、
韓国側発表の共同報道文にはなかった 7。準戦時状態の解除と拡声器放送の中
止を交換条件にする意図が北朝鮮側にあったとすれば、当時の朴槿恵政権は
これを受け入れてはいなかったと考えられる。
対照的に、2018年の板門店宣言では、南北双方が拡声器放送やビラ散布を

含む敵対行為の中止にコミットしており、北朝鮮からすればそれら敵対行為
の中止は軍事的緊張を回避するための前提条件であると主張できる（板門店
宣言第2条第1項によれば、軍事的緊張と衝突の根源を除去すべく、拡声器
放送とビラ散布を含む敵対行為を中止することが双方の差し当たって果たす
べき義務である）8。板門店宣言をこのように解釈できる余地を獲得していたか
らこそ、上述の金与正第1副部長の談話のように、北朝鮮は「ビラ散布をは
じめとするすべての敵対行為を禁じることにした板門店宣言と軍事合意書の
条項」違反に対する対価を払わせるという主張に一定の正当性を持たせるこ
とができた。この談話において北朝鮮は敵対行為が是正されなければ、南北
共同連絡事務所（2018年9月、開城工業地区に設置）を閉鎖したり、南北軍
事合意を破棄したりするオプションがあることを示し、そのような事態の回
避を望む韓国に圧力をかけようとしたのだった 9。間もなくして北朝鮮は、人
民軍総参謀部に行動を検討させるとして軍事行動の意図を強調し（6月13日）10、
続いて南北共同連絡事務所を爆破した（同月16日）11。翌17日には、人民軍総
参謀部が対韓国の軍事行動計画を党中央軍事委員会に提起すると表明した 12。
共同連絡事務所の爆破という、見る者に強い印象を残す映像の効果によって、

北朝鮮は軍事的緊張を高めることをも辞さないとのシグナリングを意図した
のかもしれない。そうだとすれば、北朝鮮は強制外交を展開しようとしてい
たことになる。強制外交とは、自国が必ずしも相手国の軍隊を撃破すること

1　北朝鮮が主導する南北関係

（1）北朝鮮による脅し
2020年6月4日、金正恩朝鮮労働党委員長（国務委員会委員長）の実妹と

される金与正・朝鮮労働党中央委員会第1副部長は、脱北者による反北朝鮮
のビラ散布行為を非難する談話を発表した（金委員長は2021年1月10日、
第8回党大会にて党総書記に就任したが、本稿は2020年末までの事象を対象
としているため、2020年時点の肩書きとして金委員長と表記）。その談話では、
文在寅大統領と金委員長が署名した板門店宣言（2018年4月27日）において
拡声器放送やビラ散布を含む一切の敵対行為を中止すると合意していたこと
への違反であるとして、板門店宣言を履行するために南北で取り決めた軍事
合意（同年9月19日）の破棄を警告した 1。北朝鮮による要求はやがて韓国の「事
大主義」（大国に従属する悪弊という意）を是正することに移った 2。2020年6

月17日付の『労働新聞』に掲載された金与正談話は、韓国の文在寅大統領が
南北共同宣言（2000年6月15日）20周年に際して発表した講話には「根深い
事大主義」が反映されていると批判し、嫌悪感を表明した。その上で、北朝
鮮問題に関する米韓作業部会をやり玉に挙げつつ、「北南関係が米国の籠絡
物に転落したのは、完全に南朝鮮当局の執拗で慢性的な親米事大と屈服主義
がつくり出した悲劇」であるとして、韓国の対米姿勢を強く批判したのであ
る 3。この談話から、拡声器放送やビラ散布の中止そのものは、必ずしも北朝
鮮にとって韓国の「事大主義」を非難する主たる目的ではなかったことが示
唆される。つまり、北朝鮮は、韓国に対米協力を後退させるよう要求したと
いうことである。この事態に米国務省報道官が韓国メディアに対して表明し
た懸念について 4、北朝鮮外務省の權正根・米国担当局長は談話を発表して「徹
頭徹尾、我が民族内部の問題」である南北関係に米国が口出しする権利はな
いのだと反駁した 5。
北朝鮮は、拡声器放送やビラ散布を対南交渉で取り上げ、それを端緒とし
て韓国に要求を突き付け、飲ませるための条件を作り出そうと注力してきた



8584　

第
3
章

朝
鮮
半
島

なく、相手国に痛みを与えることのできるオプションを示すことによって、
自国に望ましい行動を相手国の政策決定者に選択させることを意味する 13。
ここで、金正恩委員長は党中央軍事委員会「予備会議」を開催し、いった
ん対南軍事行動計画を「保留」してみせた（6月23日）14。保留を発表したタ
イミングは、朝鮮戦争開戦日（6月25日）の2日前であった。北朝鮮は、こ
の日が韓国にとって朝鮮戦争を共に戦った米国との同盟に関する記念日でも
あることを見越して、その直前に南側の態度次第では事態のエスカレーショ
ンを避ける用意が北側にあることを示唆し、韓国が「事大主義」を維持する
のか、それとも是正するのか、態度の表明を迫ったという見方も可能であろう。
それから1週間足らずのうちに、文在寅政権の高官は、北朝鮮が民族を「事

大主義」に従わせるものと非難していた米韓作業部会について、その協議事
項を限定したいとの立場を表明した。例えば、大統領統一外交安保特別補佐
官である文正仁は、米国が南北協力を制約する場になっているとして作業部
会を批判した 15。また同時期、文在寅大統領が統一部長官に指名した李仁栄・
「共に民主党」（政権党）前院内代表も、韓国が独自に判断できる部分を米韓
作業部会の議題から切り離す、つまり対北政策で米国と協議する範囲を狭め
るとの意向を強く示唆した 16。
文在寅大統領が李仁栄前代表を統一部長官に指名したのは、前任者が共同
連絡事務所の爆破などによって生じた南北関係の緊張を受けて辞任すること
になったからである。新任統一部長官の立場は、北朝鮮に対する文在寅政権
の方針を反映するものとみられる。就任直後、李仁栄長官はハリー・ハリス
駐韓米大使を呼び、「作業部会には肯定的評価と否定的評価」があると指摘
した。韓国側に「否定的評価」が存在することを明らかにした上で、李仁栄
長官は作業部会の機能を「再調整、再編」せねばらならず、それによって「南
北関係発展と平和定着を推進する方向に役割」を果たさねばならないとの立
場を伝えた 17。統一部長官はこの場で米国大使に対し、これからは作業部会で
韓国が米国と協議することと、独自に実施することを区別して推進していく
との意向を明確にしたのであった 18。

（2）北朝鮮との関係改善を求める文在寅政権
2020年の韓国では、北朝鮮の恫喝ともいえる強硬姿勢に直面してもなお、
北朝鮮との対立を解消しようとする対応が目立った。北に対する韓国の融和
的な態度はすでに2019年3月1日（日本の植民地統治に抵抗する独立運動か
ら100年の記念日）の演説にも現れていた。この演説で、文在寅大統領は「親
日」保守勢力が「独立運動家」を北朝鮮側とみなして弾圧し、これが国内に
おける「理念」対立につながったとの歴史認識を示すとともに、その理念対
立を「我々の心に引かれた『38度線』」と言い換えて対北政策に連動させた
上で、金剛山観光と開城工業団地の再開や南北縦断鉄道構想に意欲を示した
のであった 19。2020年においても、6月16日に北朝鮮が南北共同連絡事務所を
爆破し、23日に軍事行動を「保留」した直後の25日、文在寅大統領は、北側
が米軍撤収の機会と考え得る「終戦」（休戦状態の朝鮮戦争の終結）と南北
の平和共存の意義を国民と北側に向けて演説した。
また6月30日、「共に民主党」の議員12人が「南北関係発展に関する法律」
の改正案を提出した 20。同改正法案は、ビラの散布、拡声器放送、掲示物によっ
て軍事境界線付近の住民および韓国国民の安全が脅かされる可能性があると
いう名分で、ビラ散布などの行為を規制するものである。これまでもビラ散
布に対する規制は講じられてきたが、今回は ｢南北合意書違反行為の禁止｣（第
24条）と「罰則｣（第25条）が新設され、ビラ散布の禁止に法的拘束力を持
たせることとなった。この措置を、韓国政府は自国の安全保障の観点から必
要な対応と主張しているが、北朝鮮との関係に配慮したものであるとの見方
もある。改正法案は12月14日に国会本会議で可決され、29日に公布された 21。
韓国側の融和的な姿勢は北方限界線（NLL）問題についても一貫している。

NLLをめぐる北朝鮮との紛争による犠牲者を悼む「西海守護の日」演説で文
在寅大統領は、南北軍事合意の署名後に「NLLにおいて1件の武力衝突も起
きていない」との成果を強調した（2020年3月27日）22。しかし北朝鮮はNLL

付近での軍事行動を起こしている。例えば、2019年11月23日に北朝鮮は、
金正恩委員長の指導下で黄海NLL付近の海岸砲射撃を実施し（北側の公式報
道は25日）23、続いて北側船舶にNLLを越えて南下させた 24。その時期も含めて
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NLL水域では武力衝突を回避できていると大統領は強調したものの、海岸砲
射撃は韓国軍が南北軍事合意書違反であるとみなす行為であった 25。
文在寅政権が重視する武力衝突の回避を盾に取るかのような北朝鮮の行動
は、2020年9月に発生した事件においても見られた。韓国合同参謀本部の発
表によると、同月21日に北朝鮮は、漁業指導船から行方不明になっていた韓
国海洋水産部所属の船員をNLL周辺の北側水域で発見し、これに「銃撃を加
え、死体を燃やすという蛮行」を行った 26。それにもかかわらず、事件の2日
後の国連総会演説において文在寅大統領は、あらためて北朝鮮との終戦宣言
を提起し、平和共存体制への道を開くと表明した 27。事件直後の文在寅大統領
による「終戦宣言」再提起は、その約2週間前にあった南北首脳による親書
交換（文在寅大統領による9月8日の親書に金正恩国務委員長が12日に返信）
を経たものだった 28。事件の発生後も文在寅政権は、南北の緊張緩和への姿勢
を北朝鮮側に示していたことになる。
実は、韓国大統領府と合同参謀本部が事件発生を公表したのは、文大統領
が国連で演説した後の24日のことであった。大統領府は「我が国民を銃撃で
殺害し、死体を毀損したこと」を「国際法と人道主義」への違反として「強
力に糾弾」し、「責任者を厳重に処罰しなければならない」と非難した 29。公
表までに日数を要した理由として大統領府は、事件が韓国側からほとんど目
撃できない水域で発生したため、確実な情報の把握に時間がかかったと説明
した 30。

9月25日に朝鮮労働党中央委員会統一戦線部が韓国大統領府に送ったとさ
れる文書は、「芳しくない事件」で文在寅大統領と南側の同胞を失望させた
ことを「申し訳なく思っている」との金正恩委員長の立場を南側に伝えていた。
この文書は北朝鮮が直接公表したのではなく、韓国大統領府が代読したもの
である 31。謝罪と取れる内容を含む北朝鮮の文書は、文在寅政権に緊張緩和の
機会提供をほのめかし、それを誘引として韓国側の態度が硬化することを回
避する意図があったといってよい。28日になって韓国大統領府は、韓国から
事件の共同調査を北朝鮮に提案するに足るだけの事実関係を確定することは
難しいと説明し、糾弾姿勢を軟化させた 32。

しかし、北朝鮮の統一戦線部の文書は同時に、「証拠」も「取締過程に対
する解明の要求もなく」、一方的に事件を「蛮行」と表現したと韓国軍を非
難してもいた。統一戦線部が述べたところによれば、事件で南北の「信頼と
尊重という関係」を壊してはならないのだという。そしてこの文書を大統領
府が代読した日、北朝鮮の朝鮮中央通信は、「信頼と尊重という関係」が決
して毀損されることがないよう「安全対策」を北側が取ったにもかかわらず、
射殺された船員を捜索する南側艦艇が「我が方の水域を」を「侵犯」してい
ると伝えた。このことが新たな「芳しくない事件」の発生を予感させるとも、
朝鮮中央通信は付け加えた 33。それから間もなく、10月10日に行われた朝鮮
労働党創建75周年の演説で金正恩委員長は「北南が再び手を取り合う日が来
ることを祈念する」と呼び掛けた 34。
このような北側による揺さぶりに対し、朝鮮労働党創建75周年式典の翌日、

文在寅政権の国家安全保障会議は「南北関係を復元しようという」北朝鮮の
立場に注目すると述べた（10月11日）。同じく国防部も「軍事力を先制的に使
用しない」という北側の立場に注目すると金正恩委員長の演説を論評した 35。
後述のとおり、金正恩委員長は、軍事力を「先制的に使用しない」との方針
に続けて、国の安全を侵されたなら「最も強力で攻撃的な力を先制的に総動員」
する方針にも言及しており、解釈の余地を残すものだった。それに国防部が
気付かなかったとは思えない。金正恩委員長の発言の前段のみに焦点を当て
た韓国国防部の論評もまた、南北関係改善へ強い意欲を示す文在寅政権の姿
勢を反映した行動といえるかもしれない。
米韓作業部会における協議とは切り離した形での対北協力の必要性を主張

していた李仁栄統一部長官は、幾度となく北朝鮮における水害への医療・食
糧支援や新型コロナウイルスのワクチン提供といったコロナ対策における協
力など、人道分野や経済分野での協力推進に意欲を見せた 36。しかし、北朝鮮
からの反応は芳しくなく、文在寅政権が目指した南北関係の改善に寄与した
かははっきりしない 37。



8988　

第
3
章

朝
鮮
半
島

2　南北が選択する軍事力

（1）北朝鮮――脅しの継続
軍事的緊張をテコに韓国を揺さぶっていることからも、また自らの抑止力
を顕示するという観点からも、朝鮮人民軍が新型コロナウイルス感染症の流
行によって機能や活動を低下させることは、北朝鮮の体制維持にとって死活
問題となる。北朝鮮は2020年1月初頭から新型コロナウイルスへの対応を開
始したとみられる。北朝鮮当局は1月13日以降に北朝鮮に入境した者すべて
に対して「医学的監視対策」を取った 38。また同月末に「非常設中央人民保健
指導委員会」がコロナウイルスの危険がなくなるまで衛生防疫システムを「国
家非常防疫システム」に転換すると宣言した 39。3月半ばに実施されたロバート・
エイブラムス国連軍・米韓連合軍・在韓米軍司令官のブリーフィングによれば、
人民軍は約30日間ロックダウン状態に置かれ、24日間は北側の軍用機の活動
が見られなかったという40。
北朝鮮は内部でのコロナウイルス感染者の発生を認めておらず、3月には4

度にわたってSRBMを日本海に向けて発射するなど、コロナウイルスの感染
が世界規模で拡大する中、軍事的緊張を高める行動を取った。まず3月2日
に元山付近から日本海方面へ発射されたSRBMの飛翔距離は240kmであった
とされる41。このSRBMは北朝鮮が「超大型」多連装ロケット（MRL）と称
して前年に発射した 42ものと同系統と分析される。9日、北朝鮮は再び日本海
側から「超大型」MRLとされる43ミサイルを発射したのに続き（200km程度
飛翔）、21日には西部の黄海側から北朝鮮上空を越え日本海に向けて、米国
の陸軍戦術ミサイルシステム（ATACMS）と似ているとされる44別のミサイ
ルを発射（400km程度飛翔）、29日には再び日本海側で「超大型」MRLと呼
称する4 5SRBMを発射した（250km程度飛翔）46。
最初の発射の翌日（3月3日）に金与正中央委員会第1副部長は、韓国側が

「民族より同盟を一層重視」しているとし、同月の米韓合同演習が実施され
なかったのは新型コロナウイルスの感染拡大を考慮したために過ぎないと非

難した 47。北朝鮮は、韓国がパンデミックという外的要因ではなく自国の意思
に基づいて米国との訓練を中止するよう求めた。軍事的緊張を高めても韓国
に要求を突き付ける姿勢の背景には、北朝鮮側が抱く、米韓に軍事的対応を
決断させない報復的抑止力を備えているという認識があるとも考えられる。
米韓が北朝鮮への軍事行動を取ろうとすれば、北朝鮮がMDL付近に大量配
備し、韓国の首都圏を射程に入れるMRLや長射程砲による報復を恐れねば
ならない。ソウルを「火の海」48にする軍事力があればこそ北朝鮮は、核兵器
の開発をひけらかしても米韓からの予防攻撃に直面することなく、さらには
軍事的緊張を引き起こす行動が可能であった 49。

SRBMの開発を含め、「火の海」の効果が及ぶ範囲を拡大する能力の強化
は前年から継続した動きである。2019年に北朝鮮が発射した300mm口径の
MRL50は、米韓連合軍司令部（CFC）が移転予定のソウル南方の平沢基地（米
陸軍のキャンプ・ハンフリーズ）に届く射程があるとみられている（170km

程度）51。同基地には、在韓米軍の全般的な南部への再配置と並行して、米軍
人の家族同伴を容易にすべく52施設が集約されており、韓国政府による周辺
の都市開発も続いている53。在韓米軍が従来の「火の海」の射程から逃れた後も、
北朝鮮はこれを追いかけ、基地とその周辺を紛争に巻き込むオプションを維
持しようとしている。
一連のSRBM発射に続き、西部の航空部隊による訓練の視察 54などを経て、

2020年5月、金正恩委員長は党中央軍事委員会拡大会議を開催した。開催を
発表するに当たって北朝鮮は、「核戦争抑止力」の強化に言及するとともに、
重大な兵器の開発進展が秘匿されていると思わせる写真――金正恩委員長が
会議で写真上ぼかしが入っている画像を軍幹部たちに指し示す姿――も配信
した（5月24日）55。北朝鮮が公表した画像と発言は、新たな危機を惹起しか
ねない核兵器開発の進展を米韓などに対してほのめかしているとの見方を生
じさせ得る。北朝鮮が文在寅政権の成果たる軍事合意書を破棄するとの談話
を発表したのは、それから10日足らず後であった（6月4日、前節参照）。上
述のとおり、この脅しの後、韓国の政権内で米国からの距離を取ろうとする
姿勢が見られた。
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10月10日、党創建75

周年の閲兵式で金正恩委
員長は「愛する南側同胞」
に言及しつつ、北朝鮮の
対米戦略あるいは核ドク
トリンにもつながる議論
を提起した。演説によれ
ば、北朝鮮は軍事力を
「我々の時間表」に従っ
て強化し、核による威嚇
を含むあらゆる危険な企

図に対する「戦争抑止力」を構築するのだという 56。これは2018年に『労働
新聞』に現れた、核実験中止は「世界的な核軍縮のための重要な過程」であ
り「我々の決めた軌道に従い我々の時間表通りに進む」との論評 57と同じ立
場である。不拡散は核拡散防止条約（NPT）において核兵器国として定めら
れた米露英仏中以外の国々に核兵器を保有させない概念であり、北朝鮮が「世
界的な核軍縮」に至る時点まで核保有を許される概念ではない 58。しかし、金
正恩委員長の演説は、北朝鮮が非核化を拒否していることを強く示唆する。
また、同じ演説で金正恩委員長は「我々の戦争抑止力」を「先制的に使用
しない」としつつ、「万一、ある勢力が我が国家の安全を侵す場合、または我々
に対して軍事力を使用する場合、我々は最も強力で攻撃的な力を先制的に総
動員して膺懲する」と述べた。これについて次の点を指摘できる。第1に、
金委員長は明言していないものの、「最も強力で攻撃的な力」が核兵器を指
す可能性はある。第2に、最も強力で攻撃的な力が先制的に総動員されるこ
ととなる北朝鮮の安全が侵される事態とはいかなる事態を指すのか明らかで
はない。北朝鮮側の事態の認識いかんによって、その力が先制的に使用され
る余地が残っているともいえる。第3に、先制攻撃の狙いを「膺懲」として
いることである。相手国からの差し迫った攻撃の源泉を標的とするのではなく、
人口密集地や産業中心地といった価値目標を破壊すると威嚇する意図であろ

うか。仮に北朝鮮が核をカウンターフォース（対兵力）攻撃ではなく、カウ
ンターバリュー（対価値）攻撃に先制使用する意思が排除されないのであれば、
金正恩の演説は、文言上は曖昧であっても、強いメッセージとして理解する
ことができるかもしれない。
　

（2）韓国――米中のはざまで
2019年10月2日の北朝鮮によるSLBM・北極星359の発射を契機として、

韓国海軍は次期イージス艦艇にSM-3（弾道ミサイル防衛用迎撃ミサイル）相
当の迎撃ミサイルを搭載する必要性をあらためて提起した。日本海側から発
射された同SLBMは、450kmを飛翔し、通常よりかなり高い高度約900kmに
達した。迎撃を困難にするロフテッド軌道だったとみられる 60。ロフテッド軌
道のミサイルの迎撃は、その最高高度をはるかに下回る高度100kmを限度と
する 61従来の韓国型ミサイル防衛（KAMD）では困難である。もともと
KAMDは米軍のミサイル防衛に依存することなく朝鮮半島情勢に対応する「終
末段階の下層防御中心」のミサイル防衛システムである。有事の際は、敵ミ
サイルを早期警報レーダーやイージス艦のレーダーで探知し、情報の分析後、
迅速に迎撃することを意図している。韓国国防部は、KAMDという独自のシ
ステムを構築することを強調しているが、米軍との相互運用の強化も行って
いる 62。

1週間後の10月10日、韓国海軍参謀総長は国会で、「SM-3級」迎撃ミサイ
ルがSLBMあるいは高高度の弾道ミサイルに対する防衛に効果的であること
を理由に挙げ、海軍がその調達に向けて努力していると述べた 63。SM-3相当
のミサイルであれば、高度は100kmを大きく超える。このとき海軍本部が国
会に提出した資料によると、これまで下層防衛に集中してきたKAMDを、
北朝鮮の弾道ミサイル能力の向上に伴い、高度100km以上まで要撃の範囲を
広げる多層防衛に発展させるために「SM-3級」ミサイルが必要になるとさ
れた 64。
韓国において弾道ミサイル防衛用迎撃ミサイルの導入は数年前から議論を

呼んできた。韓国国防部がSM-3の導入およびターミナル段階高高度地域防

朝鮮労働党創建75周年の軍事パレードで演説する金正恩
委員長＝10月10日（朝鮮中央通信＝共同）
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衛（THAAD）配備の受け入れを否定しつつ、KAMDの射程を高度100kmに
限定したのは2013年10月15日のことである 65。そして、韓国はTHAADでは
なくその代替 66として国産L-SAM（未開発）の導入を決定した 67。この決定の
4カ月ほど前、朴槿恵大統領は中国の習近平国家主席との間で「戦略的協力
同伴者関係」を構築するとうたっていた 68。韓国はこのような中国との戦略関
係の合意後、米国のミサイル防衛システムの導入を回避したと考えられるの
である。しかし、韓国は米国と「包括的戦略同盟関係」69で合意してもいる。
2015年、在韓米軍にTHAADを配備する議論が生じると、それに憂慮を表明
した中国の常万全国防部長に対し、韓国の韓民求国防部長官は米国との「包
括的戦略同盟関係」と中国との「戦略的協力同伴者関係」を調和させると説
明した 70。ここで韓国側は、THAAD導入に対する中国の懸念を緩和するため、
米中それぞれとの戦略関係を調和させる方針を明示的に述べていた。朴槿恵
政権が2016年7月、在韓米軍へのTHAAD配備を受け入れる決定を下すと、
中国外交部は「強烈な不満と断固とした反対」を表明した 71。
その1年ほど後の2017年10月末、新たに発足していた文在寅政権は

THAAD受け入れに起因して中国から受けていた経済的報復を解消する意図
を持って 72対中折衝に臨み、①THAADの追加配備をしない、②米国のミサ
イル防衛に参加しない、③日米韓協力を「同盟」に発展させないという3つ
の「既存の立場」から前進しないという中国の要求を受け入れた（「三不」
政策）73。「三不」はいわば中国にとってのレッドラインであって、韓国が不利
益を被りたくなければレッドラインを越えてはならないという中国の主張を
韓国側が受け入れたものともいえる 74。
韓国海軍は「主権国の決定に周辺国が干渉」すべきではないとして「SM-3

級」の導入を主張していた 75。しかし、2019年の韓国国会では、この「三不」
政策に反するとして文在寅政権側の「共に民主党」議員が韓国海軍の主張に
対する懸念を表明した 76。この政権党側からの懸念において、SM-3は朝鮮半
島域を目標とするミサイルを要撃するための高度を超えることも指摘されて
いた 77。

2020年8月に文在寅政権が発表した2021～2025年の国防中期計画は、「複

合多層防衛」を目指すとし、イージス艦の追加導入にも触れたものの、海軍
がそのために必要性を主張していた「SM-3級」には言及していない。中期
計画は、北朝鮮の長射程砲から首都ソウルを守る防空システムである韓国版
アイアン・ドーム、KAMDを補完するパトリオットや国産の鉄鷹IIといった
地対空ミサイルの追加配備など防衛能力の向上に注力しているが、「SM-3級」
は除外したのである 78。
同年8月、大統領府の徐薫国家安保室長は中国共産党の楊潔篪中央政治局

委員と協議した。徐室長の説明によれば、習近平主席にとって韓国が「優先
的に訪問する国」だとの発言を中国側から引き出したのだという 79。しかし中
国側の発表では、当該発言だけでなく、習近平主席の訪韓自体についての言
及もない 80。中国にとっては、文在寅政権が期待する習近平主席の訪韓をテコ
として韓国から何らかの問題について譲歩を引き出すことが可能となる。関
連して実は、中国が一方的に公表した韓国側の発言がある。中国側によれば、
韓国の徐薫国家安保室長は中国と「共同で半島の恒久的な平和を構築したい」
と述べたとされるが、これは韓国側発表では言及されていない 81。2018年の
南北板門店宣言には、平和体制に向けた議論が中国を排除して行われる可能
性を示す文言があり、中国側の発表は自国の参加を担保させようとする意図
を示唆するものであろう。

2019年8月15日、文在寅大統領は「誰も揺るがすことのできない国家」の
建設を主張した 82。この演説から1カ月半ほど後、2019年10月に文在寅大統領
は米韓ミサイル指針改訂交渉を指示した。同指針は1979年以来、改訂を経
つつも韓国によるロケットや弾道ミサイルの開発を制約するものである。
2020年7月29日、金鉉宗国家安保室第2次長は、交渉の結果として固体燃料
を利用した宇宙ロケット開発の制約が解除されたと発表した。同次長はその
意義を「誰も揺るがせない国家」に一層近づくものと説明した 83。中国からの
圧力に応じるかのようにSM-3の取得が国防中期計画から除外される一方、
米国から課された従来の制約を超えるミサイルの開発は「誰も揺るがせない
国家」になるためと政権が強く支持したのである。
ミサイル指針改訂発表の直前、7月23日に文在寅大統領は国防科学研究所
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（ADD）を訪問し、国産SRBM・玄武2の開発に成功したADDが「世界軍事
力評価で第6位を占める大韓民国の国防力」の源泉だとたたえていた 84。ADD

は1970年代の朴正熙政権下、米国の地対空誘導弾ナイキに関連する事業を
通じて秘密裏に取得した技術により最初の国産弾道ミサイル・白熊（NHK-1）
を開発した機関である 85。米韓ミサイル指針は、1978年の同ミサイルの発射試
験を受けてその開発中断を要求した在韓米軍司令官に対し、韓国国防部長官
が開発制限を約束したことに端を発している 86。

ADDを訪問した際、文在寅大統領は「世界最大水準の搭載能力を持つ弾
道ミサイル」に言及し、今後「完全なミサイル主権」を確保してほしいと周
囲に述べたという 87。前回のミサイル指針改訂（2017年）において搭載重量
の制限が廃止されたことを受けて開発された、搭載可能重量2tともいわれる
弾道ミサイル・玄武4を念頭に置いたものとみられる。韓国は2020年3月に
同ミサイルの試験発射を実施したと伝えられている 88。玄武4は800kmの射程
を持ち、これは韓国中部以南から北朝鮮全土を圏内に収められる距離であり、
ミサイル指針で引き続き制限される射程の上限である 89。

2020年9月、文在寅政権は52.9兆ウォンの2021年度国防予算案を策定した。
韓国経済が新型コロナウイルス感染症の流行の影響を受ける中、前年比5.5%

の増額であった。予算の優先項目には、米韓連合軍司令官（米陸軍大将）が持
つ戦時作戦統制権（OPCON）の韓国軍大将への移管を可能にするために進
められる軍衛星通信システムなどの事業（2兆2,296億ウォン）が含まれる 90。
同月25日の「国軍の日」演説で文在寅大統領は、射程800km超の弾道ミサ
イルの開発や3万 t級「軽空母」、潜水艦などの能力を強調した。しかし、こ
れらが対北朝鮮を想定した米韓連合作戦における韓国の役割に基づいて必要
とされる能力であるのか判然としない部分がある。この演説で大統領は北朝
鮮については直接言及していない 91。
米韓同盟をめぐっては防衛費分担金（米軍駐留経費の韓国側による負担）
に関して両国間で議論があった。2010年に7,904億ウォンだった分担金は増
額を続け2019年に1兆389億ウォンとなっている 92。2020年の米韓防衛費分
担特別協定（SMA）は、同年中に入っても交渉が続き3月20日、韓国側が「双

方間の立場の違いがある」との立場を公にしていったん協議が中断した。4

月1日から在韓米軍は、SMAで給与が支払われるべき韓国人労働者4,000人
余りを無給休職とし、6月に韓国政府が給与負担を申し出るまでその状況が
続いていた。前年12月末にSMAが効力を失って以降、米側が在韓米軍のコ
ストを一方的に負担させられる状況に陥っていたのだという 93。

2020年10月14日の米韓国防長官間の安保協議会議（SCM）共同声明で米
側は、SMAがない現状が同盟の即応性に長期的な影響をもたらし得ると指摘
した。他方で同共同声明で米韓は、米韓連合軍司令部（CFC、米陸軍大将が
司令官）のOPCONを未来の連合司令部（韓国軍大将が司令官）に移管する
方法について議論したほか、北東アジアの安全のための情報共有などの日米
韓防衛協力の継続にコミットした 94。このSCMでの公開発言では、OPCON

移管の時期について韓国側が「条件を早期に満たして韓国軍主導の連合防衛
体制を確実に準備」すると述べたのに対し、米側は「移管はあらゆる条件を
満たすのに時間がかかる」と応じたという 95。この問題での米韓のギャップも
うかがえる。前任の朴槿恵政権期の2013年にもOPCON移管後にCFCと類
似規模の新司令部の司令官を韓国側が受け持つ構想を米韓が検討していたと
されるが 96、翌2014年には特定の移管時期に言及されなくなった。以来、
OPCON移管は「条件に基づいて」（conditions-based）進められることになっ
ている 97。

2020年は、米国が大統領選挙を控えていたこともあり、また新型コロナウ
イルスの世界規模での感染拡大の影響もあって、2018年や2019年と異なり
朝鮮半島をめぐる首脳レベルでの大きな進展がなかった。それだけに南北共
同連絡事務所の爆破に見られるように南北関係における北側による南側の揺
さぶりが目立った年であったともいえる。しかし、東アジアの平和と安定の
ためには、南北関係の改善とともに日韓、米韓、日米韓による取り組みが重
要であり、韓国が安倍晋三政権を継いだ菅義偉政権およびジョセフ・バイデ
ン新大統領とどのように協力を進めていくかが注目される。
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